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下條・宮岡：女子中学生の教師に対する援助要請と受けた援助について

Ⅰ　問題・目的

　厚生労働省（2022）は，「学校において，
命や暮らしの危機に直面したとき，誰にど
うやって助けを求めればよいかの具体的か
つ実践的な方法を学ぶと同時に，辛いとき
や苦しいときには助けを求めてもよいとい
うことを学ぶ教育（SOS の出し方に関する

教育）を推進する」と表明している。また，
教育相談の場の充実を目的とし，1995年に
スクールカウンセラー制度が開始された。
全国の公立中学校を中心にスクールカウン
セラーが配置され，カウンセリングが学校
現場における専門的な援助サービスとして
定着してきている。
　しかし，中学生は悩みを抱えていながら
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誰にも相談しない者が存在し，相談する者
でも相談相手として友人を最も好むことが
指摘されている（Collins & Laursen, 2004；
永井・新井, 2005）。理由として，思春期に
位置する中学生は自立の獲得が発達課題の
一つであること，家族よりも友人との交流
に時間が割かれること（Collins & Laursen, 
2004）などが挙げられる。自立を試みるこ
とは自身の成長につながり，友人と問題を
共有することは親密さが増すことにつなが
ると考えられるが，一方で問題を自分自身
や子どもたちだけで抱えてしまう可能生が
あり，様々な健康問題へつながる可能性が
指摘されている（伊藤, 1993）。中学生の位
置する思春期は，身体的・心理的変化が大
きく，その急激な変化に伴いさまざまな困
難にぶつかる時期であり，実際，中学生は
小学生と比較し，およそ２倍の不登校生徒
が確認されている（文部科学省, 2021）。し
たがって，必要な時には周囲の大人に助け
を求められることが重要であると考えられ
る。
　助けを求めることは援助要請という概念
で研究されている。援助要請とは，「情動
的または行動的問題を解決する目的でメン
タルヘルスサービスのフォーマルまたはイ
ンフォーマルなサポート資源に援助を求め
ること」（Srebnik et al., 1996）と定義され
る。フォーマルなサポート資源とは教師や
心理職などの専門家を指し，インフォーマ
ルなサポート資源とは友人や家族などを指
す。先行研究では，援助要請の量に注目し
た過剰・過小性（永井・新井, 2008）と，援
助要請後の適応に注目した機能性（本田ら, 
2020）の主に２つの観点から研究が行われ
ている。介入研究も行われ，Gulliver et 

al.（2012）の研究では，認知行動療法が援助
要請の促進に有効であると示唆されてい
る。しかし国内の先行研究では，援助要請
行動の一つの変数として認知的側面を扱っ
た研究はあるが（永井・新井, 2007），援助
要請の認知的側面と行動的側面の組み合わ
せを考慮した研究は少ない。このことか
ら，有効な介入のために，援助要請を認知
的側面と行動的側面から捉えた研究知見の
蓄積が必要だろう。
　以上より，本研究は中学生の大人に対す
る援助要請を促進するための知見を深める
ことを目的とする。大人は，中学生の学校
生活において一番身近であり，専門的なサ
ポートが可能な教師とする。また，援助要
請の介入には認知行動療法が有効である可
能性から，中学生の援助要請を認知・行動
的側面から検討する。認知的側面について
は，「個人が，情緒的，行動的問題および
現実生活における中心的な問題で，カウン
セリングやメンタルヘルスサービスの専門
家，教師などの職業的な援助者および友
人・家族などのインフォーマルな援助者に
援助を求めるかどうかについての認知的枠
組み」（水野・石隈, 1999）と定義される被援
助志向性を用いる。行動的側面について
は，「援助要請行動のうち，特に望ましい
援助要請行動」（岩瀧, 2007）と定義される
援助要請スキルを用いる。さらに，中学生
の教師に対する援助要請の認知・行動的特
徴と受けた援助について検討する。仮説
は，援助要請に対して肯定的な認知を持ち
援助要請を行える者が，教師から受けた援
助が多いとする。
　なお以下で述べられる援助要請とは，特
に記載がない限り，中学生の教師に対する
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ものを指す。

Ⅱ　方法

１．調査対象
　X 地方の私立中高一貫校（女子校）の中学
校に所属する女子生徒２・３年生115名。

２．調査内容
　フェイスシートで学年を尋ね，続いて以
下の質問への回答を求めた。
１）行動的側面
　援助要請の行動的を測定するために，岩
瀧（2007）によって作成された「中学生の教
師への援助要請スキル尺度（以下，援助要
請スキル尺度）」を使用した。全22項目で
ある（例：一人ではやりとげられないこと
があるとき，先生の力を借りることができ
る。）。「以下の文章には，あなたが学校の
先生に助けを求めるときのことが書かれて
います。今のあなたに関してどの程度あて
はまると思いますか。あてはまる数字一つ
に○をつけて下さい。質問ごとに違う先生
でも構いません。」と教示した。各項目に
対し４件法（１．あてはまらない，２．やや
あてはまらない，３．ややあてはまる，４．
あてはまる）で回答を求めた。
２）認知的側面
　援助要請の認知的側面を測定するため
に，本田ら（2011）によって作成された「教
師に対する被援助志向性尺度（以下，被援
助志向性尺度）」を使用した。全13項目で
ある。援助要請に対する肯定的認知である
「被援助に対する期待感（以下，期待感）
（例：問題解決のために，適切な助言が欲
しいと思う方である。）」６項目と，援助要
請に対する否定的認知である「被援助に対

する抵抗感（以下，抵抗感）（例：相談相手
が，自分の期待通りに答えてくれるかどう
か，心配になる。）」７項目の２つの下位尺
度から構成される。「以下の文章には，あ
なたが学校の先生に助けを求めるときの気
持ちや考えについて書かれています。今の
あなたに関してどの程度あてはまると思い
ますか。あてはまる数字一つに○をつけて
下さい。質問ごとに違う先生でも構いませ
ん。」と教示した上で，教師に配慮し，項
目の「先生」を「相談相手」と変更，また
は削除した。具体的には，「先生は，自分
の抱えている問題を解決できないだろう。」
を「相談相手は，自分の抱えている問題を
解決できないだろう。」などと修正した。
各項目に対し４件法（１．あてはまらない，
２．ややあてはまらない，３．ややあてはま
る，４．あてはまる）で回答を求めた。なお，
先行研究（本田ら, 2011）では「被援助に対
する抵抗感」を逆転項目としているが，本
研究では得点をそのまま用いて「抵抗感」
の傾向の強さを示すようにした。
３）相談しやすい悩み
　教師からの援助の検討にあたり，生徒の
抱える悩みの内容を把握するため以下の質
問を行った。「学校の先生に相談しやすい
と感じる悩み事の種類はありますか。ある
人はあてはまる数字全てに○をつけてくだ
さい。」と教示し，「勉強や成績など」「自
分の性格など」「人間関係など」「進路など」
「身体や健康など」「その他」から複数回答
を求めた。選択肢は，学校心理学の５領域
（石隈, 1999）を参考に作成した。なお，相
談しやすい悩みが特にない者は無回答にす
るよう求めた。
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４）教師への相談経験
　上記３）と同様に，教師からの援助の検
討にあたり，生徒の相談経験を把握するた
め以下の質問を行った。
①相談経験の有無
　中学入学後，学校の先生に相談した経験
の有無を尋ねた。「中学校入学後に，学校
の先生に相談しましたか。あてはまる数字
一つに○をつけてください。」と教示した。
「はい」を選択した者には引き続き回答を
求め，「いいえ」を選択した者はこの時点
でアンケートを終了とした。
②相談内容
　「最近相談した内容は何ですか？あては
まる数字一つに○をつけてください。」と
教示し，「勉強や成績など」「自分の性格な
ど」「人間関係など」「進路など」「身体や
健康など」「その他」から択一回答を求めた。
③悩みの深刻さ
　最近相談したことについて，「その悩み
はあなたにとってどのくらい深刻な悩みで
したか。あてはまる数字一つに○をつけて
ください。」と教示した。４件法（１．深刻
ではなかった，２．少し深刻だった，３．深
刻だった，４．非常に深刻だった）で回答を
求めた。
５）受けた援助
　教師への相談の結果について尋ねた。本
田ら（2008）によって作成された「援助要請
時に受けた援助尺度（以下，受けた援助尺
度）」を用いた。全28項目である。知覚さ
れたサポート尺度（岡安ら, 1993）と実行さ
れたたサポート尺度（尾見, 2002）を参考
に，House の４種類のサポートの観点から
作成された尺度である。そのため，本研究
では４種類のサポートである「情緒的サ

ポート（例：あなたが失敗したことを一生
けんめいはげましてくれた。）」「評価的サ
ポート（例：あなたのしていることでいい
ところを言ってくれた。）」「道具的サポー
ト（例：あなたが必要としている物や場所
を貸してくれた。）」「情報的サポート（例：
あなたにとって役に立つ情報をくれた。）」
を下位尺度として扱い，合計点とともにそ
れぞれの得点も算出した。「あなたがその
悩みを相談した時，先生はあなたに以下の
ようなことを実際にどのくらいしてくれま
したか。あてはまる数字一つに○をつけて
ください。」と教示した。各項目に対し４
件法（１．まったくしてくれなかった，２．
あまりしてくれなかった，３．ある程度し
てくれた，４．十分にしてくれた）で回答を
求めた。

３．倫理的配慮
　本研究にあたり，対象中学の教頭へ研究
に関する説明を行い，同意を得た。次に，
2021年６月に各クラス担任から生徒へアン
ケート調査の依頼書を配布した。依頼書に
は，倫理的配慮として，回答は自由意志に
基づくこと，質問全てに対して拒否権があ
ること，回答しなかったり途中で回答を中
止したりしても成績等に不利益が生じない
こと，匿名性を保証すること，集めたデー
タは本研究のみに利用することを明記し
た。その上で，３日間の実施期間のうちに
回答してもらうよう求め，アンケートの回
答をもって生徒の同意を得たものとした。
　なお本調査は，新型コロナウイルスの感
染拡大防止のため Google フォームを利用
した。
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Ⅲ　結果

１．協力者の背景
　アンケート協力者は，２年生67名，３年
生48名の計115名だった。そのうち，中学
校入学以降に教師への相談経験のある者が
60名，ない者が55名だった（Table 1）。教
師に相談しやすい悩みについて複数回答を
求めたところ，無回答者である「特になし」
18名を除き，「勉強や成績など」88名，「自
分の性格など」16名，「人間関係など」38

名，「進路など」49名，「身体や健康など」
13名，「その他」11名という結果が得られ
た（Table 2）。アンケート協力者115名中，
中学校入学以降に教師への相談経験がある
60名の各尺度得点の平均値，標準偏差，相
関係数の値を Table 3 に示す。

２．クラスター分析
　アンケート協力者115名のデータを使用
し，援助要請の認知・行動的特徴を検討し
た。「援助要請スキル」得点，「期待感」得
点，「抵抗感」得点をそれぞれ標準得点に
換算し，ward 法によるクラスター分析を
行なった。解釈の可能性を総合的に考慮し
た結果，人数の偏りはあるものの３つの群
に分類された（Figure 1）。クラスターごと
の 各 尺 度 の 記 述 統 計 量 と 標 準 得 点 を
Table 4 に示す。

Table 1．学年ごとの相談経験（名）

相談経験
合計

有 無

２年生 24 33 67

３年生 26 22 48

合計　 60 55 115

Table 2．教師に相談しやすい悩み：複数回答（名）

悩みの種類
特に
なし学習面：

勉強や成績など
心理面：

自分の性格など
社会面：

人間関係など
進路面：
進路など

健康面：
身体や健康など その他

２年生 47 6 20 25 10 7 13

３年生 41 10 18 24 3 4 5

合計 88 16 38 49 13 11 18

Table 3．各変数の記述統計量と相関係数

M
（平均値）

SD
（標準偏差）

２ 　被援助に対
する期待感

３ 　被援助に対
する抵抗感

４ 　悩みの深
刻さ

５ 　受けた援
助

１ 　援助要請スキル 56.72 15.37 .48** -.54** -.18 .63**

２ 　被援助に対する
期待感 20.22 3.76 -.37** .12 .50**

３ 　被援助に対する
抵抗感 14.95 4.53 .36** -.51**

４ 　悩みの深刻さ 2.68 0.98 -.07

５ 　受けた援助 89.47 17.80

 **p < .01



6

跡見学園女子大学　心理学部紀要　第５号　2023

３．クラスターの認知・行動的特徴
　次に，クラスター間の各尺度得点差を検
討するため，クラスターを独立変数，「援
助要請スキル」得点，「期待感」得点と「抵
抗感」得点をそれぞれ従属変数とし，一要
因分散分析を行なった。その結果，全尺度
得点において，クラスターの主効果が有意
であった（援助要請スキル：F（2, 112）＝
3.48，p < .05；期 待 感：F（2, 112）＝21.36, 
p < .001；抵抗感：F（2, 112）＝8.91, p < 
.001）。多重比較（Holm 法）の結果，「援助
要請スキル」と「期待感」では，クラスター
１，クラスター２，クラスター３の順に得
点が有意に高かった。「抵抗感」では，ク
ラスター２とクラスター３がクラスター１
よりも得点が有意に高かった（Table 5）。

　以上の結果からクラスターの命名を行っ
た。クラスター１は，「援助要請スキル」
と「期待感」が高く，被援助に対する抵抗
感が低いことから「援助要請積極群（以下，
積極群）」と命名された。クラスター２は，
いずれの得点も同程度であることから「援
助要請中間群（以下，中間群）」と命名され
た。クラスター３は，援助要請スキルと被
援助に対する期待感が低く，被援助に対す
る抵抗感がやや高いことから「援助要請回
避群（以下，回避群）」と命名された。

４．クラスターと受けた援助
　アンケート協力者115名中，中学校入学
以降に教師への相談経験がある60名のデー
タを使用し，クラスター間の「受けた援助

Table 4．クラスターごとの各尺度の記述統計量と標準得点

援助要請スキル 被援助に対する期待感 被援助に対する抵抗感

M
（平均値）

SD
（標準偏差）

標準
得点

M
（平均値）

SD
（標準偏差）

標準
得点

M
（平均値）

SD
（標準偏差）

標準
得点

クラスター１ 76.92 5.86 1.45 21.80 2.71 0.64 11.60 4.60 -0.68

クラスター２ 54.55 7.19 0.00 19.79 3.48 0.16 15.53 4.81 0.12

クラスター３ 37.25 5.74 -1.13 15.88 4.24 -0.79 16.50 4.20 0.32

Figure 1．援助要請スキル，被援助に対する期待感・抵抗感を用いたクラスター分析

※クラスター２の援助要請スキルは０に位置している。
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尺度」の得点差を検討した（Table 6）。ク
ラスターを独立変数，「受けた援助尺度」
得点を従属変数とし，一要因分散分析を行
なった。その結果，クラスターの主効果が
有意となった（F（2, 57）＝13.88, p < .001）。
多重比較（Holm 法）の結果，積極群，中間
群，回避群の順で得点が有意に高かった。
また，クラスター間の下位尺度の得点差に
ついて検討した。クラスターを独立変数，
各下位尺度得点を従属変数とし，一要因分
散分析を行った。その結果，全ての下位尺
度においてクラスターの主効果が有意と
なった（情緒的サポート：F（2, 57）＝10.60, 
p < .001；評 価 的 サ ポ ー ト：F（2, 57）＝

13.47, p < .001；道具的サポート：F（2, 57）
＝8.09, p < .001；情報的サポート：F（2, 
57）＝12.06, p < .001）。多重比較（Holm 法）
の結果，「情緒的サポート」得点と「道具
的サポート」得点では，積極群は中間群と
回避群より得点が有意に高かった。「評価
的サポート」得点と「情報的サポート」得
点では，積極群，中間群，回避群の順に得
点が有意に高かった。
　なお，クラスターごとの記述統計量と標
準得点を Table 7 に示す。

Ⅳ　考察

　本研究は，中学生の大人に対する援助要

Table 5．援助要請スキル，被援助に対する期待感・抵抗感における多重比較

援助要請スキル 被援助に対する期待感 被援助に対する抵抗感

t 値 p 値 t 値 p 値 t 値 p 値

クラスター

1-2 14.30 .00** 2.34 .02** -3.57 .00**

1-3 22.73 .00** 6.23 .00** -3.99 .00**

2-3 12.01 .00** 4.99 .00** -0.95 .34

 ** p < .01

Table 6．受けた援助尺度における多重比較

受けた援助 情緒的サポート 評価的サポート 道具的サポート 情報的サポート

t 値 p 値 t 値 p 値 t 値 p 値 t 値 p 値 t 値 p 値

積極群－中間群 3.79 .00** 3.43 .00** 3.61 .00** 2.92 .01** 3.51 .00**

積極群－回避群 5.09 .00** 4.40 .00** 5.06 .00** 3.88 .00** 4.76 .00**

中間群－回避群 2.29 .03** 1.84 .07 2.40 .02** 1.71 .09 2.16 .03*

 ** p < .01, * p < .05

Table 7．クラスターごとの受けた援助尺度の記述統計量

受けた援助 情緒的サポート 評価的サポート 道具的サポート 情報的サポート

M
（平均値）

SD
（標準偏差）

M
（平均値）

SD
（標準偏差）

M
（平均値）

SD
（標準偏差）

M
（平均値）

SD
（標準偏差）

M
（平均値）

SD
（標準偏差）

積極群 103.94 8.82 26.18 2.68 26.71 2.08 24.94 3.7 26.12 1.87

中間群 86.97 16.58 22.23 4.19 22.06 4.85 20.61 5.26 22.06 4.04

回避群 75.42 15.09 19.83 3.72 18.58 4.39 17.75 4.9 19.25 4.75
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請を促進するための知見を深める目的で行
われ，中学生の援助要請を認知的側面と行
動的側面から分類し，援助要請の認知・行
動的特徴を捉えた。その特徴と教師から受
けた援助の差異を検討した。仮説は，援助
要請に対して肯定的な認知を持ち援助要請
を行える者が，教師から受けた援助が多い
とした。

１．女子中学生の教師に対する援助要請の
認知・行動的特徴

　「援助要請スキル」と「被援助志向性」
の相関係数を算出した結果，「援助要請ス
キル」と「援助要請に対する期待感」の間
には正の相関が，「援助要請に対する抵抗
感」との間には負の相関が見られた。援助
者を教師に限定しないいくつかの先行研究
（本田, 2019；永井・新井, 2007）では，援助
要請に対する肯定的認知が援助要請行動と
関連し，否定的認知はほとんど関連しない
という結果が出ている。一方で，援助者を
教師に限定した阿部ら（2006）の研究では，
悩みの領域によって，援助要請に対する肯
定的・否定的認知が援助要請行動と関連す
るという結果が出ている。本研究は援助者
を教師としているため，先行研究と一致し
ていると言える。
　次に，援助要請の認知・行動的特徴を捉
えるためにクラスター分析を行った。その
結果，対象者は３つのクラスターに分類さ
れた。それぞれの認知・行動的特徴から，
援助要請積極群，援助要請中間群，援助要
請回避群と名付けられた。積極群は，「援
助要請スキル」と「援助要請に対する期待
感」が高く，「援助要請に対する抵抗感」
が低い特徴を持つ。すなわち，援助要請に

肯定的認知を持ち，援助要請行動が多い者
だと思われる。中間群は，援助要請積極群
と比較し，「援助要請スキル」が低く，「援
助要請に対する期待感」と「援助要請に対
する抵抗感」が同程度に高い特徴を持つ。
すなわち，援助要請に対して葛藤的な認知
を持ち，援助要請行動が少ない者だと考え
られる。回避群は，「援助要請スキル」と
「援助要請に対する期待感」が低く，「援助
要請に対する抵抗感」が高い特徴を持つ。
すなわち，援助要請に対して否定的な認知
を持ち，援助要請行動が少ない者だと考え
られる。
　これらの結果は，本田（2019）による先行
研究の結果と一部一致する。本田（2019）は
援助者を教師に限定せずに，中学生の援助
要請を「援助要請無関心群」，「積極的援助
要請群」，「援助要請回避群」，「葛藤的援助
要請群」の４つに分類している。本研究の
積極群と回避群は，それぞれ本田（2019）の
積極的援助要請群と援助要請回避群に該当
するだろう。本研究の中間群は，本田
（2019）の援助要請無関心群と葛藤的援助要
請群の特徴を持つが，どちらにも該当して
いない。原因として，本研究は対象者が
115名と少ないために細分化できなかった
こと，援助者を教師に限定していることが
挙げられる。

２．仮説の検証
　分類されたクラスターを用いて，援助要
請の認知・行動的特徴により教師から与え
られる援助が異なるのかを検討した。仮説
は，援助要請に対して肯定的な認知を持ち
援助要請を行える者が，教師から与えられ
る援助が多いとした。分析の結果，受けた
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援助の量は，積極群，中間群，回避群の順
に多かった。下位尺度として扱った House
のサポート別では，いずれのサポートにお
いても，積極群の受けた援助の量が多かっ
た。中間群と回避群の間では，４種類のう
ち２種類において中間群の方が受けた援助
が多かった。この結果から，援助要請の認
知・行動的特徴によって教師から与えられ
る援助の量は異なり，援助要請に肯定的認
知を持ち，援助要請行動が多い者がより多
くの援助を受けられると言える。したがっ
て，仮説は支持された。この結果から，認
知的側面への介入と行動的側面への介入を
合わせて行うことが効果的であると考えら
れる。例えば，援助を求めることの重要性
を伝える心理教育とともに，援助要請を行
うときの態度を練習する SST（social skills 
training）を行うといった介入である。

３．本研究の限界と今後の課題
　最後に，本研究の限界と課題を３点挙げ
る。
　第１は対象者である。援助要請は性差が
指摘されている。しかし，本研究では女性
のみであった。さらに，人数も少なかった。
その結果，クラスター分析では人数の偏り
が見られ，対象者を十分に分類できたとは
言えない。また対象校が１校であるため，
一般化することは困難である。そのため，
共学を含め調査対象校・生徒を増やし，本
研究の結果を検討する必要がある。
　第２に，本研究は一時点の調査であり，
さらにコロナ禍に行われたものである。教
師への援助要請は過去の教師と生徒の関わ
りに影響されることが示唆されているが
（中井, 2018），コロナ禍が対象校の教師と

生徒の関係構築に影響を与えた可能性もあ
る。そのため，教師に対する援助要請の認
知・行動的特徴を明らかにするためには，
縦断的なデータ収集が必要である。
　第３に，受けた援助の量のみに注目した
ことである。受けた援助の量が多いと，生
徒の自立が抑制される可能性がある。した
がって，受けた援助の量が多いことは必ず
しも適切な援助であるとは言いきれない。
これらのことから，今後は，受けた援助の
具体例を集め内容分析を行う等の方法で，
援助の質の面からも検討することが必要で
あろう。
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